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要支援 ・ 介護認定率 とソ
ー シ ャ ル ・ キ ャ ピ タル

　指標 と して の 地域組織へ の 参加割合 の 関連

JAGESプ ロ ジェ ク トに よる介護保険者単位の 分析一

伊 藤 大 介 ， 近 藤 克 則

要 旨 ：地域づ くりに よ る介護予防推進の ため，要支援 ・介護認定率 （以下，認定率） とソ
ー・一・

シ ャ ル ・キ ャ ピ タ ル 指標 の ひ とつ である地域組織へ の 参加割合 （以下，参加割合）との 閧

連 か ら，参加 割合 の モ ニ タ リ ン グ指標 として の有用性 を検討 した．対象はJAGES （Japan
Gerontological　Evaluation　Study♪ プ ロ ジ ェ ク トに参力llした 24介護保険者で あ る．6 種類 の

地域 組織 x3 段階の参加頻度 （年数回以上か ら週 1 回程度以上〉の 計 18指標 を用 い た．認

定率を目的変数とし，独居高齢者割合や高齢者有業率などの 地域要 因を同時投入 した重回帰

分析 を前期 ・後期高齢者別に行っ た．そ の 結果，認定率 と 参加割合 に は多 くの モ デ ル で 負 の

（β＝− 0．42〜− 1．05），一
部で正 の （β＝：O．53−−O．58）関連 を認め た．後期 よ りも前期高齢

者，垂直的よ りも水平的な組織 （趣 味 ・ス ポーツ 関係 な ど）t 高頻度 よ りも中
・低頻度の 参

加頻度 で よ り強 い 関連を示 した ．参加割合は，地域づ くりに よ る介護予防 の モ ニ タリ ン グ指

標になり得 る 可能性が示唆さ れ た．

Key 　Words ： ソーシ ャ ル ・キ ャ ピタ ル ，要 支援 ・介護認定率，社会参瀦，地域組織 モ ニ

　　　　　　タ リ ン グ指標

1．背景 と目的

　2000年に高齢者 の 自立支援 や介護 の 社 会化 な

どを目的 として介護保険制度が始 まっ た．何 らか

の 支援や介護が必要 と認定された要支援 ・介護高

齢者数も介護保険の 総費用 も制度開始以降増加 し

続 けて い る （厚生労働省 2010），

　高齢化す る社会にお い て，要支援 ・介護状態に

至 っ た 高齢者を い か に支えるか とい う視点 ととも

に，要支援 ・介護状 態に至 る の を防 ぐこ とで 高齢

者の 生 活 の 質 を担 保す る と い う視点 も重要で あ

る，可能な限 り心身の 健康を維持 し，要支援
・介

護状態にな らな い こ とを望 む入 は多い ．社会福祉
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の 領域で も，要援護状態 にある者 をい かに支援す

るか と い う議論の
一

方で，「予 防的社会福祉」 と

い う概念が 地 域福祉 の構成要素として攤示 （岡村

1974）されて い る．「予防」とい う概念は，医学 ・

公衆衛生の み な らず，社会福祉に お い て も重要で

ある．2006年 の 介護保険制 度の 改定で は，高齢

者の 自立支援に資するため介護予防重視の シ ス テ

ム が取 り入れ られた ．しか し，介護予防施策は必

ず しも十分なエ ビデ ン ス に基づ い て導入 され たわ

けで はな い こ とが指摘 され て お り （二 木 2007），

介護予 防事業の 課題 も指摘され て きた （日本公衆

衛生協会 2009），

　2012年に閣議決定 された 「高齢社会対策大糸剛

（内閣府 2012）で は，住民 棚互 の 支え合い の 仕

組み づ く りや 高齢者の 社会参加 の 促進 が掲 げ ら

れ た．同年に厚生労働省 よ り相 次 い で 発 表 され

た 「介護予防 マ ニ ュ ア ル （改定版）」 （厚生労働省

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



Japanese Society for the Study of Social Welfare

NII-Electronic Library Service

Japanese 　Soolety 　for 　the 　Study 　of 　Soolal 　Welfare

社会福祉学　第 54巻第 2 号　2013

2012a） と 「健康 日本 21 （第 2 次）」 （厚生労働省

2012b）で も地域 づ くりや 人 々 の つ なが りが注 目

されて い る．「介護予防マ ニ ュ ア ル （改定版）」で

は介護予 防にお ける地域づ くりの 重要性が述べ ら

れ，「健康 日本 21 （第 2 次）」で は ソ
ー

シ ャ ル ・

キ ャ ピ タ ル （以下，SC）な ど社会環境の 質 と健

康 との 関連が重視 されて い る，そ して ，「健康 日

本 21 （第 2 次）」は，地方 自治体が社会環境に 関

する 目標 を具体的数値 とし て 設定 し，継続的に モ

ニ タ リン グする こ と まで 求めて い る．つ ま り，地

域にお ける人々 の つ なが りは，政策にお い て も重

要な位置づ けを与えられ る ようにな っ て きた、

　SCは，高齢 者の ウ ェ ル ビ ー
イ ン グ や 健 康 と

も関連が あ る と して 研 究が 進め られ て い る （相

田 ら 2011）．SC （ソ ーシ ャ ル ・キ ャ ピ タ ル ） と

は，社会的な つ なが りや信 頼 ・規範 な ど人 々 を

効果 的な協調 行動へ と導 く社 会組織 の 特徴 で あ

る （Putnam　1993）．こ れ まで の 研究で、主観的

健康感 （藤澤 ら 2007）や抑 うつ （村 田 ら 2011），

歯 （Aidaら 2009）な どの 健康指標 とSC の 関連が

明 らか に され て い る．その 他 に も，心疾患や 肥

満，（不）健康行動 として の 喫煙 な どと の 関連 も

指摘 されて きた （近藤 ら 2010）．「介護予防マ ニ ュ

ア ル （改訂版）」 （厚生労働省 2012a）で は，うつ

や 口腔機能低下な どが要介護 リス ク と して挙げら

れ てお り，心疾患や 肥満 ， 喫煙な ど との 関連が 強

い 脳卒中は要介護状態に至 る原 因の 第 1位であ る

（厚生労働省 2011）．要介護 リ ス ク とSC指標 の 間

に関連がある とす れば，市町村の 要支援
・介護認

定率とも関連 を示す可能性がある．要支援 ・介護

認定率 と何 らか の SC指標 と の 間に 関連 が あ る な

らば，地域 づ くりの 進捗 度 をSC指標で モ ニ タ リ

ン グす る意義は大 きい ．

　個 人単位の 健康指標 な らび にSC指標 を用 い た

分析 で は，す で に SC指標 と要支援 ・介 護状 態の

関 連が 確認 さ れて い る （Aidaら 2012：平井 ら

2009 ；吉井 ら 2005）．一方で ，個人単位で み られ

た 関連が 地 域単位で み られ る とは限 らな い （近

藤 2007 ： ll6−9）． また ，市町村 よ りも小 さい 集

落単位 の 分析 で ，個 人の 要因 を考慮 して もSC に
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は地 域 差が ある こ とが 確認 されて い る （市 田 ら

2009）．さらに，個人の 回答を集計する こ とが 地

域単位 の SC を測 定す る方法 として よ い とされ る

もの の ，SC指標 と健康 の 関連 は個人単位の SC と

地域単位 の SCで 異 なる結果が 示 さ れ て きた こ と

に も留意す べ きと される （Kawachi ら 2007）．し

た が っ て，市町村が 社会環境 の 質と して の SC指

標を，健康指標の ひ とつ で ある要支援 ・介護認定

率 と の 関連にお い て測定するにあた り，個人単位

で み られた関連が地域 単位で もみ られ るか を確認

して お くこ とが 必要 となる．

　 しか し，筆者ら の 検索 した限 りで は，市町村 の

要支援 ・介護認定率 とSC指標 の 関連 を検討 した

研究は見当た らない ．SC指標 と市町村 の 要支援 ・

介護認 定率 と の 関連が 確認で きれ ば，市町村は

SC指標を用 い たモ ニ タ リ ン グや地域づ くりを行

うこ とが 可能に なる．

　SC指標 には こ れ まで 多 くの もの が用 い られて

きた （Kawachi ら 2007 ；儘田 2010）．本研 究で は，

上述 して きた よ うな，  生 活の 質，  地 域づ く

り，  市町村 に よるモ ニ タ リン グ の 3 つ の視点か

ら，SC指標の うち地域組織 へ の 参加割合 （以 下，

参加割 合）を取 り上 げる，高齢者 に と っ て の 社

会活動や組織参加は ，生 活満足度 （岡本 ら 2005）

や生 きが い （松田 ら 1998），主観的健康感 ・うつ

（竹 田 ら 2005）と関連する との 報告がされて い る，

また，複数 考え られ るSC指標の な か で 参加 割合

は，社会的サポー トや 信頼感 など の 認知 を基 に し

たSC指標 に比 べ れ ば，客観的な行 動 を基に した

指標で あ り．比 較的容易 に市町村がモ ニ タ リ ン グ

す る こ とが可能で ある．仮に，地域組織 へ の 参加

が増 えSCが 豊か にな る こ とで ，市 町村 の 要支援 ・

介護高齢者数が抑制 され るな らば，地域組織 へ の

参加を促進する地域づ くりを支援す るな どの 対策

が あ り得る，

　本研究の 目的は，  介護保 険者単位で，SC指

標 の ひ とつ で ある参加割合 と要支援 ・介護認定率

の 関連 を明 らかにする こ とであ る，そ して，参加

割合 と要支援 ・介護認定率の 関連が，  地域組織

の 種類お よ び  参加頻度 に よ っ て 異 なる の か を明
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表 1　認定 率 （％ ）

前 期 高 齢 者 後 期高齢 者

認定率 最小値 最大値　平均値　標準偏差 最小値 最大値　平均値　標準偏差

軽度認定率

中重 度認定率

全認定率

0，490
，981

，47

4．32　 　 170　 　 　 0．77
2．71　 　 2．00　 　 　 045

6．91　　 3，70　 　 　 1．05

7．0912
，3220

．58

2093　 　1176　 　 　 3．14
19．63　 　 15．28　 　 　 1．91

37．13　 　27．04　 　 　 3．94

注 1 ： 介護保 険事業状況 報告 （2010 年 度） よ り作成．
注 2 ： 各認定率に 該当する 要支援 ・介護度の 認定者数 （総数 189，475人）を 第 1号被保険者数 （総

　 　 数 1，139，203人） で 除 して 算 出 （前期 ・後期高齢 者別 ）．

らか に し，参加割合 の モ ニ タリ ン グ指標 として の

有用性につ い て検討す る，

H ．研究方法

1．対　　象

　本研究で 分析に 用 い た デ ータ は ，以下 の 4 つ で

ある．そ れ らは，  JAGES （Japan　Gerontologi−

cal　Evaluation　Study ； 日本老 年学 的評価 研 究）

プ ロ ジ ェ ク トデ
ー

タ の 一
部，  介護保険事業状況

報告 （2010年度），  平 成 22年国勢調査 （2010

年），  統計 で み る市町村の すが た （2010年）で

ある．

　JAGESプ ロ ジ ェ ク トで は，地域在住 の 要支援 ・

介護認定を受けて い ない
一

般高齢者 を主な対象 と

して，2010年 8 月〜2012年 1月 にか けて 郵送に

よる 自記式 ア ン ケ
ー

ト調査 を行 い ，112，123人 か

ら回答 を得た （回 収率　66．3％）．調査対象の サ ン

プ リ ン グ方法は，市町村の
一

般高齢者全 数 ある

い は
一
般高齢者を母集団 と した ラ ン ダム サ ン プ リ

ン グ の い ずれか で あ り，市町村代表サ ンプル とな

る．

　分析対象 はJAGESプ ロ ジ ェ ク トに参加 した全

国 31市 町村 の うち T 分析 に必 要な デ
ー

タが そ

ろ っ て い た 24介護保険者 （29市町村 ）と した，

なお，分析 対象 とな っ たJAGESプ ロ ジ ェ ク トの

デ
ータは 95，089人分 である．

2 ．方　 　法

　本研究で は，65〜74歳の前期高齢者 と 75歳以

上の 後期高齢者に分けて，要支援 ・介護認定率を

目的変数 とした重回帰分析 （強制投入法）を行っ
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た．分析に は，SPSS 　Statistics　ver ．20 を用 い た．

以下で は，まず変数 に つ い て 説 明した あと，具体

的な分析方法 に つ い て 記述する．

1）変　　数

　 （1）要支援 ・介護認定率

　 要支援 ・介護 認定率 は介護 保険者 ご とに，前

期 ・後期 高齢者別 の 「軽 度認定率 （要支援 1〜2

と要介 護 1）」「中重度認定率 （要介護 2〜5）」「全

認定率 （要支援 1〜2 と要介護 1〜5）」 （以下 ，こ

れ らを総 じて認定率 とする）を用 い た （表 1）．「介

護保険事業状況報告」 を用 い ，各認定率 に該 当す

る 要支援 ・介護 度の 認定 者数 （総数 189475 人）

を第 1号被保 険者数 （総数 1，139，203 人）で 除 し

て 算 出 した．これ らを目的変数 として用 い た．

　 （2） ソ
ー

シ ャ ル ・キ ャ ピ タル指標 ：参加割合

　SC指標で ある参加割合 は，　JAGESプ ロ ジ ェ ク

トの デ
ータを用い ，地域組織 へ の 参加 に関する設

問 の 回答 を介護保険者単位で 前期 ・後期高齢者

別 に集計 して算 出 した （表 2）．設問 は，地域組

織の 種類 ご とに参加頻度 （「ほぼ 毎 日」か ら 「年

に数回」の 5段階）ある い は参加 して い ない こ と

を選択肢か ら選 んで 回答す る形式 とな っ て い る．

JAGESプ ロ ジ ェ ク トで 用 い た 調査 票 にお い て ，

本研究の 対象とな っ た 24介護保 険者 （29市町村）

す べ て で 設問 に含 まれて い た 6 種類の 地域組織に

関する回答を介護保険者単位で 集計 した．地域組

織の 種類は，  趣味関係の グ ル ープ，  ス ポー
ッ

関係 の グ ル ープや ク ラ ブ，  ボラ ン テ ィ ア の グ

ル ープ，  老人ク ラブ，  町内会 ・自治会，  業

界団体 ・同業者団体，で ある．これ らにつ き、参

加頻 度を 「年数回以 上 」「月 1〜2 回以上 」「週 1

回程度以上」の 3段 階に区切 っ て介護保険者単位
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表 2　 ソ ーシ ャ ル ・キ ャ ピタ ル 指標 ：参加割合 （％）

前期高齢者 後期高齢者

組織の 種類 参加頻度 最小値 最大値 平均値 標準偏 差 最 小 値 最大値 平均値 標準偏差

趣 味 関係 の

グル
ープ

年数回以上

月 1〜2 回 以 上

週 1 回程度以 上

33．2214584

．75

58．7548
．6230
．Ol

48．0436
．3621
．21

5．746
．766
．05

24509
．69342

524945
．0827

．59

38，5230
．461826

6．757
．575

．98

ス ポー
ツ 関

係 の グル
ー

プや ク ラ ブ

年数 回以 上

月 1〜2回以 上

週 1 回程度以 上

13．845
．192

．42

52．7035
．8629

．84

29．6823
，2017
．73

8．026
．615
．97

9．694
．561
．99

3L5027
．6222

，65

21．6917
．7714

．17

5．785
ユ94

．51

ボ ラ ン テ ィ

ア の グル
ー

プ

年数 回以 上

月 1〜2 回以 上

週 1 回程度 以上

17．177
．902
．06

46．3818
．847

．27

23．0512
，495
．03

6．632
．92L39

8．644

．601
．46

27．3712
．585

．62

15．788
．613

．66

3．861
．941
．12

老人ク ラ ブ

年数回 以上

月 1〜2 回以 上

週 1回程度以 上

7．603
．740
．68

48．8618
ユ89
．25

23．6610
．213

．75

11，504532

ユ6

20．489

．783
，07

7α4235

ユ217
，70

40．4220718

，65

ll．525
．573

．64

町 内会 ・自

治会

年数回以上

月 1〜2 回以 上

週 1 回 程度以上

31．506
．501

．66

8L5528
．756
，25

49．2513

．163
．20

15，045

．371
．09

19．414
．281

．10

692523
．445
．19

37ユ910
，652
．84

12．924

．431
．04

業界団体 ・

同業者団体

年数回以上

月 1〜2 回以 上

週 1回 程度以上

11．385
．042

．35

30．6422
．7714
．45

19．789

，074
，42

5ユ93

．962
．70

7，693
．281
．47

31．9823
．6715
．57

13827

．053
．87

5．754

．683
．18

注 1 ： JAGESプロ ジ ェ ク トデ
ータ よ り作 成．

注 2 ： 各 地域 組織 へ 該 当す る参加頻度 似 上）で 参加 して い る と 回答 した 高齢者数を当該 設問の 有効 回答数 で 除 して 算 出 （前

　　 期 ・後期 高齢者 別 ）．

表 3 　そ の他 の 地域変数

前期高齢者 後期高齢者

その 他 の 地 域変数 最小値 最大値 平均値 標準偏差 最小値 最大値 平均値 標 準偏 差

単身高齢者割合
察’

高齢者有業率
＊ L

最終学歴小中学校以 下 の 高齢者割合
判

課 税対象所得
脇 3

　 594
　 24．53
　 17、632348

，61

　 20．54
　44．02
　 67．653704

．52

　 11．68

　 33．20
　 47。633000

．91

　 4．23

　 5、5914
．81367

．66

　 7．79
　 5．86
　 25．252348

．61

　 40．16
　 17．28
　 74413704

．52

　 15，61
　 1091
　 56．423000

．91

　 7．33
　 3．3615

．12367

．66

＊ 1 ： 単位 は （％ ）．平 成22年国勢 調査 よ り算出．単身高齢者 ・就業 して い る 高齢 者 ・最 終学歴 が 小 中学校 お よ び未 就学 の 高

　　 齢者 を 高齢 者数で 除 して 算 出 （前期 ・後期 高齢 者 別 ）．
＊ 2 ： 単位 は （千 円）．統 計で み る 市町村の すが た （2010 年 〉よ り算 出．課税対 象所 得 を納税 義務者数 （所得 割）で 除 し て算 出．

＊ 3 ： 課税対象所得は前期 ・後期高齢 者の 別 は ない た め 同 じ数値，

の 参加者の 割合を算出 した，

　SC指標 （参加割合 ）は 6 組織 それ ぞれ に 3 段

階の 参加頻度 があ る た め ，計 18の 指標 と なる．

こ れ らを説 明変数 として用 い た．

　（3） そ の他の 地域変数

　先行研究か ら要支援 ・介護認定に 関連する と思

われ るSC指標以 外の地域 の 要 因 を 「その 他 の 地

域変数」 として 分 析に用 い た．その 他の 地域 変

数は ，介護保険者単位で 算出 した以下の 4 つ で あ

る （表 3）．それ らは，  単身高齢者割合 （栗盛

ら 2008 ；中村 2006），  高齢者有業率 （平井 ら

2009； 栗盛 ら 2009 ；櫻井 ら 2012），  最 終学歴

小 中学校以下 の 高齢者割合 （近藤 ら 2012：竹 田

ら 2010），  課税対象所得で ある．課税対象所得

は所得 （近 藤 ら 2012 ；栗盛 ら 2008 ；2009）の 影

響 を調整する 目的で，利用 可 能なデ
ー

タ か ら こ の

指標 を用 い る こととした．

　「単身高齢者割合」「高齢者有業率」「最終学歴

小中学校以下の 高齢者割合」の 3 つ は ，前期 ・後

期 高齢者別の値で ある．こ れ らは，「平成 22年国
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勢調査」の デ
ー

タを用 い て，介護保険者 ごとの 前

期 ・後期高齢者数を分母 に算出した，「課税対象

所得」は 「統計でみ る市町村の すがた 」か ら算出

した．高齢者 に限 らない 介護保険者に居住する納

税義務者全体の 数値 とな っ て い るため ，前期 ・後

期高齢者で 同 じ値を用 い た．以 上 の 4 つ を調整変

数 として 用 い た．

　 なお ， 都道府県単位の 分析で要支援 ・介護認定

率 との 関連が 示され て い る病院の 病床数 （栗盛 ら

2008 ：2009）や
一

部の 居宅介護サービ ス の登録数

（中村 2006）は，本分析で は用 い なか っ た．病 院

に つ い て は介護保険者を越 えて利用 され る こ とも

多 い ため ， 介護保険者単位で の 集計は現実に そ ぐ

わない とい う理 由か らである．介護サ ービ ス に つ

い て も病院と同様の こ とが い える うえ，要支援 ・

介護者が 多い か ら介護サービス が増 える とい うこ

と も考 えられ，認定率 を説明す る と同時 に 「結

果」 と して と らえる こ ともで きる ため，調整変数

に用 い る こ とは 避 けた ．

2 ）分析 方法

　前期 ・後期高齢者別 の軽度 ・中重度 ・全認定率

そ れぞ れ を目的変数と した重回帰分析 （強制投入

法）を行 っ た．調 整変数 と して その 他の 地域 変

数 4 つ （  単身高齢者割合   高齢者有業率， 

最終学歴小 中学校以下 の 高齢者割合，  課税対象

所得） を原則 投入 した うえで ，説明変数 で あ る

18の SC指標 の うちの 1つ だ けを投入 した モ デ ル

に よる分析を 18の SC指標すべ て で 行 っ た， した

が っ て ，前期 ・後期高齢者別 にす る と 6 つ ある認

定率 と 18 の SC 指標 の 関連 を 1 つ ずつ 分析する こ

とに な り，計 108 の モ デ ル となる．

　分析 に先 立 ち，多重 共線性 を回避 す る ため ，

SC指標 とその 他の 地域変数を用 い て Spearmanの

順位相関分析 を行っ た，そ の 結果，前期高齢者の

「趣味関係の グ ル ープ （月 1〜2 回以上）」 と 「最

終学 歴小 中学校以下 の 高齢者割合」 の 問で 相関

係数 一
〇．81 （p〈 O．Ol）とい う高い 相関を示 した ．

その 他 の 変数問は，すべ て 相 関係数 が O．8未満

（p〈 O．05）で あ っ た 、前期高齢者で 「趣味関係 の

グ ル ープ （月 1〜2 回以 上）」を説明変数 と して投
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入する モ デ ル の み，調整変数か ら 「最終学歴小 中

学校以 下の 高齢者割合」は外 した，

3 ．倫理的配慮

　JAGESプ ロ ジ ェ ク トは， 日本福祉大 学の 研究

倫理審査委 員会の 承認 （2010年 7月 26 日） を経

て行 われた．

皿．結 　 　果

　認 定率 を 目的変 数 と した重 回帰分析 の 結果，

SC指標が 統計学的に有意で あ っ た か 否 か を
一

覧に して示す （表 4）．なお，多重 共線性 に つ い

て は，す べ て の モ デ ル に お い て VIF （Variance

Infiation　Factor）が 5以 上 を示す変数は な く，問

題 となる多重共線性 は ない と判断した．

　以下，その他 の地域変数 と同時投入 して も有意

で あ っ た SC指標 に つ き，結 果の 概 要 を述 べ た の

ち，前期 ・後期高齢者別にみ た認定率 ごと の 結果

を記述 す る．

1）結 果の 概要

　後期 高齢者 に比べ 前期高齢者にお い て よ り多 く

の モ デ ル で SC指標 と認定率の 関連が確認 され た．

一
部を除 き，SC指標 の 豊 か さ，つ ま り参加 割合

が 高い ほ ど認定 率 は低 い と い う負 の 相 関を認め

た．地域組織の 種類 で は
，
6 種類 の うち 「業界団

体 ・同業者団体」 を除 く 5種類 の 地域組織で認定

率 と関連があ り，後期高齢者にお ける 「町内会 ・

自治会」の み正 の 相関を示 した．参加頻度で みる

と，関連が あ っ た の は 「年数回以上」 と 「月 1〜

2 回以上 」が 主 で ，「週 1 回程 度以上」 で 関連が

み られ た の は 2 つ の モ デ ル に と どまっ た．最 も認

定率 との 関連が強 い と思 われた前期高齢者にお け

る 「ス ポー
ツ関係の グ ル ープや ク ラブ」と認定率

の 関連 を図に示す （図 1）．

2 ）前期高齢者の 軽度認定率

　前期高齢者の 軽度認定率を目的変数と した重回

帰分析 の 結果，そ の 他の 地域変数と同時投入 して

も有意で あ っ た SC指標は 6 つ で あ る （表 5）．そ

れ らの地域組織の種類 は，「趣味関係の グル ープ」
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表 4　 ソ ーシ ャ ル ・キ ャ ピ タル 指標 と認定率の 関連
一

覧

趣味関係 の

グ ル
ープ

ス ポー
ツ 関

係 の グ ル
ー

プ や ク ラブ

ボ ラ ン テ ィ

ア の グ ル ー

プ

老人 ク ラブ
町 内会

・
自

治会

業界団体 ・

同 業者団体

月　 週 月　 週 月　 週 月　 週 月　 週 月　 週

年　 1　 1 年 　 1　 1 年　 l　 l 年　 l　 l 年　 1　 1 年　 l　 l
数 　 1　 回 数 　 1　 回 数 　 〜　 回 数　 1　 回 数　 〜　 回 数　 〜　 回
回　 2　 程 回　 2　 程 回　 2　 程 回　 2　 程 回　 2　 程 回　 2　 程
以 　 回　 度 以 　 回　 度 以 　 回　度 以 　 回　度 以 　 回　度 以 　 回　度
上 　 以 　 以 上 　 以 　 以 上 　 以 　 以 上 　 以 　 以 上 　 以 　 以 上 　 以 　 以

上 　 上 上 　 上 上 　 上 上 　 上 上 　 上 上 　 上

亠 軽度認定率 ◎　◎ ◎　◎ ○ 　○

期中重度認定率 ◎ ◎　◎ ◎ ◎ ○

全 認定率 ◎ ◎　◎ ○　○ ◎　○ ○

軽度認 定率 ◎
後
期

中重度認定率 X 　　 X

全 認定率 ◎ ×

◎ iP ＜ OD5　 SC指標 の 豊か さが 認 定 率 を低下 させ る 関 連か つ SC指標 の βが そ の 他 の 地域 変数 （〆 0，05） よ

　 　りも高い

○ ：〆 0．05SC 指標の 豊か さが 認 定率を低下 させ る 関連だ が その 他 の 地域 変数 （〆 0．05） よ りもβは低い

x ；p＜ 0．05SC 指標 の 豊 か さ が 認 定 率 を上 昇 させ る 関 連 か つ SC指 標 の βが そ の 他 の 地域 変 数 （p＜ 0．05）よ

　 　りも高い

空欄 ： n ，s．

中
重
度
認

定
率

．50

．oo

一．50

一1．00

ゴ毒：i琴ご 婁∴ 。 恥 ∴ ．

讐1灘 ：1
’
：：：1：縁

ぎ

：懇1…：：己⇔：簿：i”i掌
广
、：ゴ鸞∵

簿 ぞ  ：
∵

ゼi；琿＼ 。 硫
゜

：
：黛 ヤ　 ： ．藤 b 、。 ぎ騨 （り

一α414

縷 。，編 藁；il：1、島、il蟻＼ 蕩
i簿i｝：i：；；τで：｝；ごi：｛1・i：

’
  i＼曙；・ ＼ 　一・

轟三…妻…撫ll織i鉱 、∴
一10．0　　　　　−5．0　　　　　　．0　　　　　　 5．0　　　　　　10．0
　　　「ス ポー

ツ 関係 の グ ル
ープ や ク ラ ブ

　　　　 （月 1 〜2 回以 上）」参加 割合

図 1　 設 定 率 と ソ
ーシ ャ ル ・キ ャ ピ タ ル 指標 の 偏残差プ

　　 ロ ッ ト図 ：前 期高齢者

「ス ポー
ツ 関係の グル ープや ク ラ ブ」「老人ク ラブ」

で ある，

　 い ずれ の モ デ ル で もSC指標が 豊か （参加割合

が高 い ）なほ ど軽度認定率は低 い と い う関連で

あ っ た，「趣 味関係 の グ ル ープ」 と 「ス ポ
ー

ツ 関

係 の グル ープやクラブ」は その 他の 地域変数よ り

も標準化係数が高か っ た，「老 人 ク ラブ 」を投入

した モ デ ル で は，SC指標 よ りもその 他 の 地域変

数の 「単身高齢者割合」の 標準化係数の ほ うが 高

か っ た，

3）前期高齢者の 中重度認定率

　前期高齢者の 中重度認定率を目的変数 とした重

回帰分析 の 結果，その他 の 地域 変数 と同時投入 し

て も有意で あ っ たSC指標 は 6 つ で あ る （表 5）．

そ れ ら の 地域組織の 種類 は，「趣味関係の グ ル
ー

プ」 「ス ポ ーツ 関係の グ ル ープや ク ラブ」「ボ ラ ン

テ ィ ア の グ ル
ー

プ」「老入 ク ラ ブ」「町内会 ・自治

会」 で ある．

　軽度認定率 同様，い ずれ の モ デ ル で もSC指標

が豊 かなほ ど中重度認 定率 は低 い と い う関連 で

あ っ た ．「町内会 ・自治会」は そ の 他 の 地域変数

の 「単身高齢者割合」よ り標準化係数が低か っ た．

他の SC指標は そ の 他の 地域 変数よ りも標準化係

数が高か っ た．

4 ）前期高齢者の 全認定率

　前期高齢者の 全認定率 を目的変数 とした重回帰

分析 の 結果，そ の 他の 地域変数 と同時投入 して も

有意 であ っ たSC指標 は 8 つ で あ る （表 5）．それ

らの 地域 組織の種類 は ，「趣味関係の グ ル ープ」

「ス ポーッ 関係 の グ ル
ー

プ や ク ラ ブ」「ボ ラ ン テ ィ

ア の グ ル ープ 」「老人 ク ラブ」「町内会 ・自治会」
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表 5　重 回帰分析の 結果 （前期高齢者）．ソーシ ャ ル ・キ ャ ピタ ル 指標 が有意 （ρく 0．05 ）で あ っ たモ デ ル

前期高齢者

軽度認定率 中重度認定率 全認認定率

年数回以上
月 1〜2 回

　 以 上
年数回以上

月 1〜2 回

　 以 上
年数回以上

月 1〜2 回

　 以上

β　　 ρ β　　 ρ β　　 ρ β　　 ρ β　　 ρ β　　 ♪

単身高齢者割合

最終学歴小 中学校以 下 の 高齢者割合

趣 味関係 の グ ル ープ

0．33 ・

−0．46　・
−0．89　 料 一

〇．61 窄

一〇．87　絆
一
〇．93　噛＊

0．27 ・

−0．71 ‡寧
一1．05　林

単身高齢者割合

最終学歴小中学校以 下 の高齢者割合

課 税 対象所得

ス ポ
ー

ツ 関係 の グ ル
ー

プ や ク ラ ブ

0．57 艸

一
〇．61 牌

一
〇．77 ・

一〇．62　桝

一
〇．80 纏

一〇．84 ・・

−1D5 輿

0．54 ・・
−0．39 ・

−0．79 榊

一〇．58 ・

α45 ・

−1．01 ・ ・

単身高齢者割合

ボ ラ ン テ ィ ア の グ ル
ー

プ

0．47 ・
−0．53 ・

0．72 鴨
一〇．52 ・

0．57 牌

一〇，44　・

単身高齢者割合

老人ク ラ ブ

0．56　畔
一
〇．50 ・

0．54　窄
一
α42 ・

一
〇．61 ・

0．52　‡牢
一〇．63 ・ ・

0．52　＊
−0、50 ・

単身高齢者割合

高 齢者 有業率

町 内 会 ・自治会

0．53　‡

0．49　＊
−0．52　 串

0．78　絆

一
〇．49　 “

寧
：p＜ 0．05　

1 ’
：p＜ 0．01 有意で あっ た変 数の み を表記 した．

注 1 ：分析 は どの モ デ ル に お い て も 「その 他の 地域変 数」 をすべ て （
一

部例外 あ り）投 入 し て い る．
注 2 ：多重 共線性 を 回避 す るた め こ の 分析モ デ ル で の み 「最終 学歴 小中学校 以 下の 高齢者 割合 」は投 入 して い ない （「分析方法」参照）．

表 6　重 回帰 分析 の結 果 （後期高齢者）　 ソ
ーシ ャル

・キ ャ ピ タル 指標が 有意（ρ＜ 0．05 ）で あっ た モ デル

後 期高齢者

軽度認定率 中重度認定率 全認定率

年数 回以上 月 1〜2回 以 上 週 1回程度以上 年数回以 上　 週 1回程度以 上

β　 　 ρ β　　 ρ β　　 ρ β　　 ρ β　　 カ

単身高齢者割合

老人 ク ラ ブ 一〇，76 ・ ・

0．34 ・
−0．79 鰍

課税対象所得

町内会 ・自治会 0．53 ・

一〇．55　・

0．58 ・・ 0．58 ・
’

：p＜ 0．05　
＊ ＊

：p〈 0，01 有 意で あ っ た変数 の み を表記 した．
注 1 ：分 析 は どの モ デ ル に お い て も 「そ の 他 の 地域変数」 をすべ て 投入 して い る．

であ る．

　軽度 ・中重度認定率同様，い ずれ の モ デ ルで も

SC指標が 豊か な ほ ど全認定率は低 い と い う関連

で あ っ た．「趣味関係 の グル ープ」 と 「ス ポー
ッ

関係の グ ル ープや ク ラ ブ」 は，その 他の 地域変数

よ りも標準化係数が高 か っ た．「老人 ク ラブ」 は

「年数回以上」 で は，その 他 の地域変数よ りも標

準化係 数は高か っ たが，「月 1〜2 回以上」で はそ

の 他の 地 域変数 よ りも低か っ た．「ボ ラ ン テ ィ ア

の グ ル ープ」 と 「町内会 ・自治会」は そ の 他の 地

域変数よ りも標準化係 数が低 か っ た．SC指標 よ

りも高 い 標準化係 数 を示 した その 他 の 地域 変数

は，どの モ デ ル にお い て も 「単身高齢者割合」で

あ っ た．

5）後期高齢者の軽度認定率

　後期高齢者の 軽度認定率を 目的変数 と した重 回

帰分析の 結果，その 他 の 地域変数 と同時投入 して

も有意 で あ っ たSC指標は 1 つ で あ り，地域組織

の種類は 「老人 ク ラ ブ」で ある （表 6）．

　SC指標が豊か なほ ど軽 度認定 率は低 い とい う
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関連で あ り，その 他の 地域変数 はすべ て有意で な

か っ た．

6 ）後期高齢者の 中重度認定率

　後期高齢者の 中重度認定率を 目的変数と した重

回帰分析の 結果，その 他 の 地域変数 と同時投入 し

て も有意 で あ っ たSC指標は 2 つ で あ り，地域組

織の種類 は 「町内会 ・自治会」で ある （表 6）．

　SC指標 が豊か なほ ど 中重度認定率 は 高 い と い

う関連で あ っ た ，その 他 の 地域変数は有意で ない

か，SC指標 よ り標準化係 数が低 い とい う結 果で

あ っ た．

7 ）後期高齢者の 全認定率

　 後期高齢者の 全認定率 を 目的変数 と した重 回帰

分析 の 結果 ， その 他の 地域変数 と同時投入 して も

有意で あ っ た SC指標は 2 つ で あ り，地域組織 の

種類 は 「老人 ク ラブ」と 「町内会 ・自治会」で あ

る （表 6）．

　 「老 人ク ラブ」 は参加割合が高い ，つ ま りSC指

標が豊 か なほ ど全認定率は低い とい う関連で あっ

た．反 対に ，「町 内会 ・自治会」 は参加割合 が 高

い ほ ど全認定率も高 い とい う関連で あ っ た．その

他の 地 域変数は有意で な い ， もし くは有意で あっ

て もSC指標 よ り標準化係 数が低 い と い う結果で

あ っ た．

IV．考　 　察

　本研究 の 結果，「業界 団体 ・同業者 団体」を除

く5種類 の 地域組織 で 認定率 との 関連が確認 され

た．主 に SC指標が豊 かなほ ど認定率 は低 い とい

う負の 相関で あ っ た が ， 後期高齢者 の 中重度認定

率にお ける 「町内会 ・自治会」 の み正の 相 関を示

した．参加頻度でみ る と，認定率との 関連が よ り

多 くみ られ た の は 「週 1 回程度以 上」よ りも 「年

数回 以上」 や 「月 1〜2 回以上 」で あ り，後期高

齢者 と比 べ 前期高齢者で よ り多 くの 関連が 確認 さ

れ た．
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1．地域組織の種類に よ る関連の違い

1）組織の 性 質に よ る認定率 と の 関連 の 強 さ違

　　 い ；モ ニ タリン グ指標 として の SC指標

　本研究で は
，
6 種類の うち 5種類の 地域組織で

認定率 と関連があ っ た，関連の 強さを，  標準化

係数と  そ の他の地域変数 との比 較とい う 2点か

ら検討する と，前期高齢者で は 「趣 味関係 の グ

ル ープ」 と 「ス ポ ーツ 関係の グル ープや クラ ブ」

が認定率 と強 く関連 して い た，こ れ ら は 他の 地域

組織 と比較 して標準化係数が高 い うえに，い ずれ

の モ デ ル にお い て もその 他 の 地域変数 よ り高か っ

た．こ の こ と は，その 他の 地域変数 よ りもSC指

標 の 説 明力 が 高 い こ と を意 味 して い る． また，

「老人 ク ラブ」 は， 前期 高齢者で 先述の 2組織 に

次い で 関連が 強 く，後期高齢者で 唯
一SC指標が

豊 か なほ ど認定率が低 い とい う関連 を示 した．

　SC は，そ の 質的 な違 い に よ り分類や 下 位概 念

の 整理が試み られて きた （相田 ら 2011）．た とえ

ばPutnam （1993）は，組織が 明確 な階層構造 を

もち上 下 関係 の ある 「垂直的」な もの か，そ れ と

も対等 ・平等 な関係で 「水 平的」な もの かと い っ

た 分類 を して い る．さ ら に，水平的 なSC に は，

異質な 人 々 ともつ なが る 「橋渡し型」，地縁や 血

縁 な どの 排他的な 「結合型」とい っ た分類もある

（lslam　2006）．

　地域組織 へ の 参加 に 関 して も， 組織 は水平型

と垂直型 に分類 され，そ れ らの 性質 に よ っ て 関

連する健康行動 （埴淵 ら 2009）や 健康 （Aidaら

2009）へ の 影響は異 なる こ とが明 らか に され て い

る．埴淵 ら （2009）の 研究 にお ける健康行動の
一

部の 結果 を除けば，水平型 の 組織へ の 参加 の ほ う

が ，垂直型 の 組織へ の 参加よ りも健康に とっ て は

望 ましい と される．本研究 にお い て も，先行研 究

（Aidaら 2009；埴 淵 ら 2009） で水平型 の 組織 に

分類 され て い る 「趣味関係の グ ル ープ」と「ス ポー

ツ関係 の グル ープや ク ラブ」は，前期高齢者 にお

い て SC 指標が 豊か なほ ど認定率は低 い と い う強

い 関連を示 した．

　後期高齢者で 認定率 と の 関連が強 く，前期高齢

者で も 5組織の なかで 中程 度の 関連 を示 した 「老
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人ク ラ ブ」は地縁 に基 づ く結合型の 地域組織 とい

える．こ れ まで ，結合型の SC の 正負 の 影響 が論

じ られ て きた （稲葉 ら 2011 ；Kawachi ら 2007）．

他方，地縁が人 々 の 信頼形成に果たす役割 も指摘

されて い る （Pekkanen　 2006），本研究の 結果 に

よれ ば，「老人 ク ラ ブ」は，地縁 に基づ くSC の 正

の 側面が 反映される種類 の 地域組織 である と思わ

れた ．

　た だ し，
一

般的な名称で ある 「老人 ク ラ ブ」や

「町 内会 ・自治会」が 用 い られ て い て も，地域の

性格や歴史な どに よ っ て そ の 組織が もつ 性質や影

響 は異な る可 能性が あ る．本研 究の 結果 に お い

て ，地域組織 の種類 に よ っ て は ， そ の 他の地域変

数の ほ うが関連 の 強 い モ デ ル を示すもの ，認定率

との 関連 の 向 きが モ デ ル に よ っ て 異な る もの など

不安 定 なもの もあ っ た ．SC指標 をモ ニ タ リン グ

指標 として 用 い るに あた っ て は，地域 間比較 など

に よ っ て，組織の性質や影響の ば らつ きが小 さい

もの を明 らか にする こ とも今後は必要 となる ．

2）ソ
ー

シ ャ ル ・キ ャ ピ タ ル の 負の 側面

　後期高齢者の 中重度認定率 に対 して 「町内会 ・

自治会」 を投 入 したモ デ ル で の み， こ れ ら以外

の モ デ ル とは逆 に SC指標が 豊か なほ ど認定率 は

高 い とい う関連で あ っ た．こ の 理由の 1 つ に は，

今 回検討 し なか っ た未 知の 第三 の 要 因 の 存 在 に

よ る見か け上 の 関連 であ る可能性が考 え られ る．

も う 1 つ に は，SC の 負 の 影 響 （稲 葉 ら 2011 ；

Kawachiら 2007） が表 れて い る可能性が 考え ら

れ る．

　Takagiら （2013） に よ っ て ， 出身地 が 近 隣住

民 と異 なる者 にお い て は，SCが負の 影響 を及 ぼ

す場合 もある こ とが確 認され て い る．また，社会

的サ ポ
ー

トやネ ッ トワ
ー

ク は健康によ い 影響を及

ぼす
一

方，ネ ッ トワ
ー

クの ネガテ ィ ブな面が 身体

機能に悪影響す る こ とも明 らか にな っ て い る （岸

ら 2004）．「町内会 ・自治会」に 半強制的 に 参加

しなければな らない よ うな場合，そこ で の 義務 的

な役割 ・仕事や，地縁 ゆえに避 けが たい 関係が 心

理的な負担に なるか もしれ ない ．役割 ・仕事の 負

担 とい う点で は ，岡本 ら （2006）が，「町内会 ・
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自治会」が失敗 に対す る不安 を感 じやす い 活動で

ある可 能性 を考察 して い る．

　
一
方で，社会参加は高齢者の 生 きが い に なる こ

とが明 らか に され て い る （松田 ら 1998），その た

め ，高齢者が 自分 に合 っ た 地域組織 に参加で きる

よ う，地域組織 を増や し，高齢者の選択の幅を広

げ る こ とが重要だ と考える．同 じ地縁に よる地域

組織で も 「老人 ク ラ ブ」 は SC 指標 が豊 かなほ ど

認定率は低 い の に対 し
， 「町内会 ・自治会」は逆

の 関連で あ っ た，「老人 ク ラ ブ」 の 場合，参加者

の 範囲は地縁 に基づ くもの の ，参加するか否か は

個人の 選択に よる とこ ろが 大き い と思 われ る．多

様な地 域組織か ら高齢者が 自身の趣 向にあ っ たも

の を選 ん で 参加で きる ような地域づ くりが求め ら

れる．

2．参加頻度による 関連の 違い

　本研究の 結果で は，やや 意外 なこ と 「週 1 回程

度以 上」の 高頻度の 参加者 に限 っ た参加割合 で は

ほ ぼ関連が な く，む し ろ 「年数回以上」 や 「月 1
〜2 回以 ヒ」の低 ・中頻度 の 参加頻度 の 参加割合

で 認定率 との 関連が多 くみ られ た．

　参加頻度の 比 較的低い もの で 関連が多 くみ られ

た こ とか ら，組織 における具体 的な活動 自体 よ り

も，地域組 織 に 参加 して他者 と 「つ な が る 」 こ

とが 要支援 ・介護状態の 予 防に よ い 影響を及ぼ し

て い る可能性が考 え られる．Kanamoriら （2012）

は，ひ と りで 週 1 回以上行 うス ポ
ー

ッ活動よ りも

集団で 行 う週 1 回未満の ス ポ
ー

ツ活動の ほ うが健

康に と っ て よ りよ い こ と を明 らかに して い る．ま

た，社会的サ ポー トや ネ ッ トワ
ー

クが 高齢者の 身

体機能や うつ に よ い 影響 を及ぼ すこ とが， こ れ ま

で 複数の 研究に よ っ て明 らか に され て い る （岸 ら

2004）．地域組織 での 活動だ けで な く，そ こ で 得

られる他者 との つ なが りが要支援 ・介 護状態の 予

防に寄与して い る可能性がある，

　ほか には，ある ひ とつ の 地域組織へ の 参加が他

の 組織 へ の 参加 を促 して い る こ とが考え られ る．

た とえば 俳句の 会で知 り合 っ た友人 に誘 われ て

グ ラ ン ドゴ ル フ の 集 ま りにも参加する よ うになる
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とい っ た ケ
ー

ス であ る，平井 （2010）は，高齢者

サ ロ ン を用 い た地域介入研 究に よ っ て ，サ ロ ン の

参加者で 非参加者 に比べ て サ ロ ン以外の 地域組織

へ の 参加 が増 える こ とを明 らか に して い る．一般

に，参加す る組織数が増 えれば他者 との つ なが り

も多 くなる と思 われ る．先述の よ うな，地域組織

へ の 参加 で得た他者と の つ なが りか らよ い 影響を

受けて い る と仮定する ならば，参加する組織は 1

つ よ りも複数あ っ た ほ うが望ま しい ．年に数回 と

い う参加頻度で も，そ れ を複数の 組織で行 っ て い

る と総 じて 月 1〜2 回程度の 参加 にな る こ とも考

えられ る．複数の 地域組織 に参加 する こ とは，他

者 との つ なが りを得る機会が増 えるだけで な く，

総 じて コ ン ス タ ン トな参加 に もつ なが る．また，

個人単位の 分析 とは異な り，高頻度だが 少数 の 参

加割合 よ りも，低頻度で もよ り多数の 参加割合の

ほうが地域単位 の SC指標 と して 地域 の 特性 をと

らえて い る可能性 もある．低 ・中頻度の 参加割合

で 認定率との 関連が 多 くみ られ た の に は ，こ れ ら

の こ とも一
因 として 考え られ る．

3 ．前期 ・後期高齢者 による関連の違い

　 認定 率 と有 意 な関連 を示 した SC指標 を含 む

モ デ ル は，前期高齢者で 20，後期 高齢者で 5 で

あ っ た ．つ ま り，前期高齢者で はSC指標 と認定

率が よ く関連するが ，後期高齢者で は 関連は少な

い と い う結果で ある．さ らに，後期高齢者で は，

SC指標 が豊か なほ ど認定率が 高い とい う関連を

示すモ デ ル もあ っ た．

　高年齢 は要支援 ・介護状態 の 高 い リ ス ク 要因

の ひ と つ と さ れ て い る （藤原 ら 2006 ； 竹 田 ら

2010）．本研究 にお い て，後期高齢者で はSC指標

と要支援 ・介 護認定率 の 関連が あ ま りみ られ な

か っ たの は，認定率 に対す る年齢の 影響の 大 きさ

を反映 して い る可能性がある．

　また ，「町内会 ・自治会」 は 前期高齢者と後期

高齢者で 関連の 向きが逆 であ っ た．た とえば，前

期高齢 者で あれば まだ体力に も余裕が あ り，「町

内会 ・自治会」の 仕事 も社会的役割 と して 肯定的

に受け止め られ る な ど， 年代に よる地域組織か ら
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受 ける影響の 違 い もあ るか もしれない ，

　今回，後期高齢者の 認定率と地 域組織へ の 参加

率 はあま り関連が み られ なか っ た．しか し，後期

高齢者にお い て も要介護 リス ク と参加割合の 間に

は関連が あ る （近藤 2013）ため，今後 さらに検

証 して い く必要が ある と考える．

4 ．SC 指標の モ ニ タ リン グ指標と して の 有用性

　　とその利用にあた っ て

　本研 究の 結果か ら，SC指標 の ひ とつ で ある 参

加割合は介護保険者の 認定率と関連 を示す こ とが

明 らか に な っ た．た だ し，それ は
一

部の SC指標

に とどま っ た．認 定率 と 関連 が比較 的明確 で 強

か っ た地域組織の 種類 は，前期高齢者で は 「趣味

関係 の グル ープ」 と 「ス ポ ー
ツ 関係の グル ープや

ク ラ ブ」，後期 高齢者で は 「老 人ク ラブ」で あ っ

た．参加頻度で は，「年数回以上 」と 「月 1〜2 回

以上」で 関連が強か っ た．こ れ らはその 他の 地域

変 数 よ り高 い 標準化 係数 を示 し て い た．つ ま り，

ど の よ うなSC指標 で もよ い わ けで は な く，他 の

地域の 要 因以上 に認定率 と の 関連が強い こ れ らの

もの にお い て，モ ニ タ リ ン グ指標 として有用で あ

る可能性が示 唆 され た と考える．尾 島ら （2011 ：

94−8）は指標の 評価基準 と して正確性，内容的代

表性 ， 社会的受容性 な どを挙 げて い る．本研究で

は，主に 正 確性 の 点か ら，参加割合の 有用性を検

討 し，有用で ある可能性 を示 した．た だ し，有用

性を十分 に検証 した とまで はい えず，今後 経時

的な変化 など を含め よ り多面的に検証して い く必

要が ある ．

　予防に おい て ，高 リス クな少数者に介入する だ

けで な く，集団全体 へ の介入 を適切 に組み合 わせ

る こ とが効果 的だ と の 指摘が ある （Rose　1992）．

また，林 ら （2013）は ， 転倒予防に有効 な介護予

防事業の 内容とそ の 実施割合 を検討 し，科学的エ

ビ デ ン ス に沿っ た有効な介入 を行 っ て い る市町村

は わずか で あ るこ と，お よびそ の 限界を指摘 して

い る，さらに，介護予 防事業 における特定高齢者

施策 （現 二 次予 防事業）は，特 定高齢 者の 参

加 率が 0．8％ と低 い （厚生労働省 2013）．そ の 一

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



Japanese Society for the Study of Social Welfare

NII-Electronic Library Service

Japanese 　Soolety 　for 　the 　Study 　of 　Soolal 　Welfare

方で ，本研究の 結果で 認定率 と の 関連が 強か っ た

「趣味関係の グル ープ」や 「ス ポ ーッ 関係の グ ル ー

プや ク ラブ」は，「月 1〜2 回以上 」の 参加頻度で

平均 36．36％ と 23．20％ とい う参加割合で ある．集

団 を対象とした介入で は，全体の うち どれ くらい

の 者が参加 して い るか とい う介入の カバ ー割合も

重要であ る （平井 ら 2011）ため，1％に満 たない

特定高齢者 の 参加率を上げる よ りも，地域組織へ

の 参加率を高め る ほ うが 効果的か もしれ ない ．

　以上 か ら，個 々 の 高齢者が 「何回参加 して い る

か」 だ けで な く，地域 の 高齢者全体で 「何割参加

して い るか」 をモ ニ タ リ ン グする こ と も，地域づ

くりに よ る介護予防に とっ て重要で ある と考え ら

れ た．

5 ，本研究の限界

　 本研 究 は横 断 デ
ータによ る分析 で あ る た め，

「要支援 ・介護認定 を受 けて い ない か ら地域組織

に参加 して い る」とい う逆 の 因果を否定する こ と

は で きな い ．地域単位で 検討 した場合 に は，地

域 の 高齢化が進め ば地域 にお ける組織活動が減退

し，元気な高齢者であ っ て も地域組織に 参加 しづ

ら くなる と い っ た こ とな どが考 え られ る，つ ま

り，そ もそも認定率が低 い 「元気 な地域」だか ら

こ そ，地域組織へ の 参加 も活発 である とい う逆 の

因果の 可能性で ある．

　 また，要支援 ・介護状態 と年齢 の 間に は強 い 関

連が ある もの の ，本研究で は年齢の 影響 を前期 ・

後期高齢者で 層別化 して 調整する に と どまっ て お

り，完 全 に 影響 を除去で きて い ない 可能性が あ

る．た とえば 前期 高齢者 で も60代 の 比較的若

い 高齢者が多 い 地域，後期高齢者 で も 85歳以上

の よ り高齢の 後期高齢者が多い 地域な どの 年齢の

影響を含ん だ地域差が，結果に反映されて しまっ

て い る こ とも考え られる．その 他 に も，本研究で

用 い なか っ た地域 の 要因が ，認定率と関連する未

知 の 第三 の 要因 として結果に影響 を及ぼ して い る

可能性 もある．

　今後 は，経年変化を追跡する こ とや、マ ル チ レ

ベ ル 分析，介入研究 などに よ っ て ，本研究で 明 ら
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か にで きて い ない ，ある い は十分に調整 しきれて

い な い 第三 の 要因の 影響や ， 因果 を解明 し て い く

必要が ある．本研究で は，同 じ種類 の 組織 で も前

期 ・後期高齢者の 別 に よ っ て逆 の関連 を示す もの

が あっ た，また，同 じ種類 ・名称の 組織で あっ て

も地域 の性格や 歴史などに よっ て性質が異なる可

能性 も考えられた．今後，よ り多数の サ ン プル に

よる分析や，地域間比較，分析対象とする地域組

織 の種類 を精査する など の 必要が ある．

V ．結 　 　論

　本研究で は ， 介護保 険者単位 の 認定率 とSC指

標 の ひ とつ で あ る地域組織 へ の 参加割合 の 関連

を，6 種類 の 地域組織 ご とに 3段 階の 参加頻 度に

区切 っ て ，前期 ・後期高齢者別に検討した．そ の

結果，単身高齢者割合や 高齢者有業率な どの 認定

率に関連す る地域の 要因 を考慮し て も，参加割合

は 認定率と関連する こ とが明 らか に なっ た．一部

を除 き，SC指標が豊 か （参加割合 が高 い 〉なほ

ど認 定率 は低 い とい う関連で あ っ た．地域組織

の 種類で み る と，前期高齢者で は 「趣味関係の グ

ル ープ」 と 「ス ポ ーツ 関係の グ ル ープや ク ラ ブ」，

後期高齢者で は 「老人クラブ」で 認定率 と の 関連

が 強か っ た，参加 頻度 で は ， 「週 1 回程 度以 上 」

よ りも 「年数回以上」や 「月 1〜2 回以上」で 認

定率 と の 関連 が多 くみ られ た，前期高齢者で よ

り多 くの SC指標が 認定率 と関連し て い た もの の ，

後期 高齢者 で は関連が少 ない ，あ る い はSC指標

の 豊か さ が 認定率 を上昇 さ せ る 関連を示 した．

　 SC指標 と して の 地域組織 へ の 参加 割合 は，地

域組織 の 種類 や参加頻度 に よ っ て ，SC指標 が豊

かで あるほ ど認定率は低 い とい う強い 関連 を示す

もの があ る
一

方，認 定率 との 関連 は ない もの な

どもあ っ た．本研 究の 結果 か ら，「趣味関係の グ

ル ー
プ」「ス ポ

ー
ッ 関係 の グ ル ー

プや ク ラブ」「老

人ク ラブ」 の 低 ・中頻度 の 参加頻度 の 参加割合は ，

モ ニ タ リ ン グ指標 として有用で ある可能性が示唆

された．
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The Relationship between the Rate of Certification of  Needed

 Support or  Long-Term  Care and  Community Organization

        Participation Rate as an  Index of Social Capital

              Analysis by  Long-Term  Care Insurer in JAGES

2013

                  Daisuke ITO, Katsunori KONDO

   We  examined  the relationship  between rate  of  certification  of  needed

long term  care  ("certification rate")  and  community  organization  participation

rate  ("participation rate")  as  one  index of  social  capital,  and  the usefulness

of  participation rate  as  an  index for monitoring  care  prevention  through

regional  development. Subjects were  24 long-term care  insurers in the  Japan
Gerontological Evaluation Study (JAGES). We  used  18 indicators from 6 types

of community  organizations  and  3 levels of  participation frequency  (a few
times  a year to once  a week).  With  certification  rate  as  the objective  variable,

we  performed  multiple  regression  analysis  on  the young-old  versus  the old-

old, with  simultaneous  injection of  community  factors such  as  the proportion of

people living alone  and  the occupation  rate,  Certification rate  and  participation

rate  were  correlated  negatively  in many  models  ( fi =  
-O.42

 to -1,05)
 and

positively in some  models  (fi =O.53  to O.58). The  relationship  was  stronger  for

the young-old  than the old-old,  for horizontal (e.g. hobbies and  sports)  than

vertical  organizations,  and  for moderate  or  low rather  than high participation.

Participation rate  may  be a  useful  index for monitoring  care  prevention by

regional  development.

Key  Words  : Social capital,  Rate of  certification  of needed  long term  care,  Social

          participation, Community  organizations,  Index for monitoring
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